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はじめに

日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

ＪＡしもつけは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対す

るご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営の

内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめたディスクロージャー誌とし

て本冊を作成いたしました。

皆さまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いた

だきますようお願い申し上げます。

今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成２３年６月 下野農業協同組合

（注）本冊子は、農業協同組合法第54条の3に基づいて作成したディスクロージャー誌

です。

ＪＡのプロフィール

◇設 立 平成１１年３月

◇本 店 所 在 地 栃木県栃木市片柳町

◇組 合 員 数 21,344人

◇役 員 数 48人

◇職 員 数 450人

◇総 資 産 1,964億円

◇出 資 金 20億円

◇自 己 資 本 比 率 16.35％

◇支 店 数 7支店

◇営農経済センター数 6センター
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あいさつ

皆様には平素よりＪＡしもつけをお引き立ていただき誠にありがとうございます。

本誌は農業協同組合法において信用事業または共済事業を行うＪＡのディスクロージャー（経営情

報の開示）の義務により作成され、また当ＪＡの経営情報を十分に開示する事により金融機関として

の信頼性と透明性を高める事を目的とし、さらに利用者の方に当ＪＡについて一層のご理解をいただ

くために作成いたしました。お気軽にご覧いただき、参考にしていただければ幸いと存じます。

また、3月11日に発生しました東日本大震災は、マグニチュード 9.0という日本震災史上最大震度を

記録し、死者・行方不明者 27,781人、全壊・半壊建物被害 90,547戸（警察庁発表4月20日 、津波に）

よる冠水・流失などの被害農地面積24,000ha（農水省発表3月29日 、その他、道路、港湾、漁船など）

多くの被害をもたらしました。さらに、津波により東電福島原発では、炉心溶融による放射性物質が

大気、水、土壌汚染を起こし、農作物、海産物にも大きな被害をもたらしております。

ＪＡしもつけと致しましても、他のＪＡ、関係機関と連携を取りながら、被災地の一日も早い復旧

を願い、役職員一同総力を挙げて取り組んで参ります。組合員の皆様にも、ご支援、ご協力をいただ

きますようお願い申し上げます。

さて、昨年度を振り返りますと、春の低温、夏から初秋の猛暑による農作物の品質低下・収穫量の

減少や、口蹄疫・鳥インフルエンザの国内での発生など、農畜産物の安定生産の難しさと重要性を改

めて思い知らされる１年となりました。特に、夏の記録的な猛暑は、本県産の米にも品質低下の影響

を与え、一等米比率は39.8％へと大幅に下落し、需給ギャップによる米価の下落と重なり、米生産農

家にとって厳しい年となりました。また、猛暑による青果物の収穫量の減少は、生鮮野菜の輸入量の

増加を招くとともに、野菜需給の不安定な状況としてその影響が未だに残っており、農畜産物の安定

生産や食料自給率の向上への取り組みの重要性がますます高まってきています。

このような中で平成22年度は、事業初年度となった「米戸別所得補償モデル事業」の加入対策や米

の計画生産対策、安全な農畜産物の生産を通じた消費者からの信頼向上対策、地産地消の推進などに

取り組むとともに、組織基盤である組合員の加入促進や各事業の機能強化と効率運営に取り組みまし

た。この結果、多くの事業において取扱高が前年よりも減少する厳しい経営環境ではありましたが、

収支面では概ね計画通りの成果をおさめることができました。平成23年度は「大転換期における新た

な協同の創造」運動の第２年度として、引き続き組合員や地域住民・消費者、関係機関など多様な人

・組織と多様な方法で「協同」の拡大・強化に取り組み、農業生産・所得の増大や地域活性化のため

の諸対策に努める所存であります。また、ＪＡ出資型農業生産法人の設立については、農家組合員か

ら多くの期待が寄せられておりますので 「農地は農協が守る」を基本理念とした農業生産法人を今年、

度設立致します。

ところで現在、組合が対処すべき最大の課題は、わが国のＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）への参

。 、 、「 」加阻止の取り組みであります 菅内閣は昨年秋 唐突に ＴＰＰについて関係国との協議を開始する

とした「包括的経済連携協定に関する基本方針」を閣議決定しました。ＴＰＰは、原則として関税撤

廃の例外措置を認めない徹底した貿易自由化を目指す協定であり、わが国がＴＰＰに参加すれば、結

果として、農林水産業の崩壊を招くことは必至となりますが、その影響は、単に農業者や組合にとっ

ての問題ではありません。

ＴＰＰへの参加は、関連産業や地域経済への影響、食糧安全保障や農業の多面的機能の喪失など、

国民すべての利害につながる問題です。このため、ＴＰＰについて、組合員をはじめ、消費者や他産

業・団体などの幅広い理解を得て、ＪＡグループの組織を挙げて断固阻止しなければなりません。

組合員の皆さんにおかれましても、ＴＰＰ問題について十分ご理解いただき、わが国の協定参加に

ついて断固阻止する取り組みにご協力を賜りますとともに、今後のＪＡ運営につきましてもご支援・

ご協力を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶といたします。

下 野 農 業 協 同 組 合

代表理事組合長 落合 靖
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１．経営理念

（１）農業の多面的機能を発揮し、自然との共生をすすめます （農業・自然）。

（２）安全・安心なくらしを支援します （生活）。

（３）人と人のつながりを大切にします （協同）。

（４）健全で安定的な経営基盤を構築します （経営）。

２．経営方針

◇農業振興と地域社会への貢献

農業をめぐる環境は農業従事者の高齢化等極めて厳しい状況になっています。ＪＡ

には、地域農業の特性を活かした基本目標を設定し、これらの実践を通じて農家所得

の向上、地域の活性化等が求められます。当ＪＡは 「夢と活力ある農業・地域社会」、

の実現のため、地域特性を活かした農業振興と心のゆたかさを実感できる生活環境の

提供に努めます。

◇組合員と消費者の満足度向上

ＪＡは日常生活のあらゆる場面に密着した事業を営んでいます。各種商品やサービ

スが多様化・高度化するなかで、利用者のニーズは安全、安心でかつ健康志向になっ

てきており、またゆとりを重視する傾向が見られます。当ＪＡは、ＪＡが提供するサ

ービスの質を高め、組合員と消費者のニーズに応えた、真心のこもった商品・サービ

スの提供に努めます。

◇信頼と期待に応える経営

信用・共済事業依存型の収支構造からの脱却と、より効率的・効果的な事業運営を

徹底し、合併メリットを具体的に感じることができる事業運営の確立が必要です。当

ＪＡは 「強靱な経営体質」と「透明感のある組織運営」を構築するため、財務体質の、

健全性向上に努め、リスク管理体制の確立とコンプライアンスを重視した職場づくり

に取り組みます。

◇営農・経済事業部門

地域の環境と実態に即した農業振興に努め、多様な担い手づくりと多彩な産地づく

り、消費者の視点に立った安全・安心な農畜産物の生産と提供に取り組みます。

当ＪＡでは、市町と連携し、認定農業者の育成や集落営農の推進、農業生産法人や

特定農業団体の設立の推進を図ります。さらに担い手の不足する地域においては地域

合意のもとＪＡ自らが農地の荒廃防止に取り組みます。

また、販売力の強化と営農経済渉外員の活動の充実、流通コストの低減等に取り組

み、農家所得の向上を図ります。

◇信用事業部門

組合員・利用者の満足度向上を目的とした事業展開を図り 「農業と地域に貢献でき、

る地域金融機関」として、より「便利」でより「安心」なＪＡバンクをめざします。

この目標の達成に向け、信頼されるＪＡを徹底的に追求した活動を展開し、収益力の

向上と顧客基盤の拡充を図るとともに、事業推進体制の強化に取り組みます。
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◇共済事業部門

ＪＡ共済は、地域に根ざした農業協同組合の共済事業として、組合員等利用者一人

ひとりのライフサイクルやライフスタイルに応じた「ひと、いえ、くるま」の生活総

合保障を提供し、地域における満足度・利用度NO.1をめざします。

３．経営管理体制

◇経営等の執行体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される

総代会 の決定事項を踏まえ 総代会において選出された理事により構成される 理「 」 、 「

事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や

理事の業務執行全般の監査を行っています。組合の業務執行を行う理事には、組合員

の各層の意思反映を行うため、女性会などから理事の登用を行っています。また、信

用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第30条に規定する

常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

４．平成２２年度事業の概況

平成２２年度の組合の事業を取り巻く環境は、世界経済は回復の兆しをみせていま

したが、米国雇用情勢の悪化等を受け、景気回復の減速懸念から先行き不安が拡大し

ています。日本経済は景気持ち直し傾向から一転、２２年夏に急激な円高が進行し、

景気回復は足踏み状態にあります。

農業情勢についてみると、景気低迷、人口減少等により地域経済は疲弊の一途を辿

っており、農業生産基盤の脆弱化が進展しています。一方、ＴＰＰ等貿易自由化を進

める主張は依然として強く、予断を許さない状況にあります。

当組合は、昨年５月の通常総代会で承認をいただいた事業計画にもとづいて、消費

者との連携による農業の復権、ＪＡくらしの活動の展開による新たな協同の創造、組

合基盤の強化につとめるとともに、組合経営の改革を進めてまいりました。

また、内部統制システムの構築やコンプライアンス態勢の強化並びに業務改善・効率

化にも取り組んでまいりました。

この結果、収支面では事業利益は266百万円（対前年比57.6％ 、経常利益は303百万）

円（同62.4％ 、当期剰余金は129百万円を計上することができました。）

当組合の財務状況については、自己資本の増強と不良債権の処理に取り組んだことか

ら、自己資本比率(剰余金処分後)は、農林水産省令の基準を大きく上回る16.35％と、

組合経営の健全性が一層高まりました。

主な事業活動と成果については、以下のとおりです。

① 信用事業

貯金については、組合員・利用者への「特別貯蓄推進」等による積極的なアプロー

チや、年金口座獲得推進の強化による口座数の増加により、1,828億円の貯金残高とな

りました。また、貸出金については「休日ローン相談会」等による融資相談活動を積

極的に展開し、組合員・利用者の農業資金、住宅資金をはじめとする個人ローンの拡

大につとめ、286億円の貸出残高となりました。
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② 共済事業

組合員・利用者の満足度向上を目指し、３Ｑ訪問活動による組合員等とのつながり

の強化と 「ひと・いえ・くるま」の総合保障の提供、保障ニーズに応えた普及推進活、

動を積極的に推進した結果、長期共済新契約355億円を挙績することができました。

しかし、長期共済保有高は満期等の増加により、期首より328億円減少し6,545億円

となりました。

③ 購買事業

肥料・農薬・飼料等の生産資材については、各種の価格対策や市況に対応した弾力

的な価格設定につとめました。また、農繁期における資材店舗の休日営業実施、集落

営農組織や担い手農家への渉外活動の充実、生産組織の資材統一による価格引き下げ

等にも取り組んでまいりました。しかしながら、春肥料予約品の早取り割引きの浸透

や２月決算期前への前倒し配送の増加、青果物のコンテナ出荷増加によるダンボール

箱の供給減少等が響き、供給高は2,795百万円（前年対比94.8％）となりました。

生活物資については、省エネ関連品目や住宅関連リフォーム事業が好調に推移した

事や、安全安心な食品の供給拡大につとめた結果、供給高は2,291百万円（前年対比10

4.1％）を確保いたしました。

供給高の合計では5,086百万円（前年対比98.8％）となりました。

④ 販売事業

販売品取扱高は、10,452百万円で、前年比99.4％の実績となりました。

米の集荷量は前年比98.5％となりました。作付面積は、農業者戸別所得補償制度によ

り増加しましたが、品質において下位等級の発生がみられました。ビール麦は、天候

不順の影響を受け、4,936ｔ（契約比79.6％）の集荷実績となりました。

園芸は、年間を通じた異常気象（春先の低温・日照不足、夏秋期の異常高温、冬期

の低温）でしたが、数量減（前年比95％ ・単価高（前年比105％）で推移し、5,987百）

万円の実績となりました。直売所も天候不順の影響を受け、品揃えに大変苦慮いたし

ましたが、各直売所独自の取り組み等により、912百万円（前年比107.4％）の実績と

なりました。
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５．平成２２年度事業活動のトピックス

時期 内容

平成２２年

３月２２日 ＪＡしもつけ住宅ローン相談会が栃木・大平住

宅公園で開催されました。米のすくい取りやアン

（ ）ケート記入による野菜セットのプレゼント 抽選

など各種イベントも行われました。

３月３１日までのお申し 新築・増築専用ＪＡしもつけ農産物直売所巡り

込みかつ９月３０日までに プランを実施しました。期間中に住宅ローンをお

お借入れ 借り入れいただいた方で、ＪＡしもつけの農産物

直売所１２か所のうち３か所以上で合計3,000円以

上お買い物いただいた場合に金利最大軽減。

４月１５日、１６日 地区別座談会が各地区で開催されました。組合

１９日、２０日、 員の皆さまのご意見・ご要望を伺い、ＪＡしもつ

２１日、２２日 けの事業展開に反映させることが目的です。

毎月１回～３回開催 年金無料相談会を各支店で開催しました。年金

（３、８、１２月除く） の専門家（社会保険労務士）がお一人ずつと相談

し、内容をわかりやすく説明しました。

、４月２０日～５月３１日 春爛漫特別金利定期貯金キャンペーンを実施し

18億円の実績をあげました。

７月 １日 地元産食材を使ったアサヒビール商品に合うお

つまみコンテスト決勝戦が行われました。当ＪＡ

を含めた５ＪＡから２０品が出品され当ＪＡから

は「なすの一口揚げ」が銅賞に選ばれました。

７月 １日～ ８月３１日 夏期特別定期貯金「サマーキャンペーン2010」

を実施し、6億円の実績をあげました。

７月２１日 平成２２年度県下統一店舗コンクールにおいて

岩舟ほっとコーナーが最優秀賞に選ばれました。

県内各ＪＡを代表する経済店舗が接客態度や商品

陳列など１７項目を競いました。

９月 ６日 ＪＡしもつけイメージキャラクターとロゴの選

考会が行われました。多数の応募作品の中から厳

正なる審査の結果決定しました。

１０月１４日～１５日 平成２２年度JAしもつけ役員視察研修がＪＡ役

職員６２人の参加で行われ、山形県の「ＪＡさが

え西村山」が運営する農産物直売所中心とした複

合観光施設「アグリランド」を視察しました。

１１月 １日～１２月３０日 年末特別定期貯金「ウィンターキャンペーン

2010」を実施し、24億円の実績をあげました。
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時期 内容

平成２３年

２月 ５日 年金無料相談会を各支店で開催しました。年金

の専門家（社会保険労務士）がお一人ずつと相談

し、内容をわかりやすく説明しました。

２月１７日 ＪＡグループ栃木は宇都宮市のマロニエプラザ

において平成２４年３月卒業予定者を対象に県内

ＪＡ・中央会・関連会社の合同就職説明会を開催

しました。

２月１７日 都賀地区農産物直売所「生出宿里の駅」の総来

客数が100万人を突破しました。100万人目にあた

るお客様にはＪＡしもつけブランド米コシヒカリ

「ルミナス」30ｋｇや苺、トマト、鶏卵等が記念

品として贈呈されました。
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６．金融商品の勧誘方針

当組合は、金融商品の販売等の勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、組合員・

利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの資産運用の目的、知識、経験及び財産の状況を考

慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要

な事項を十分に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供する

など、組合員・利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行う

よう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充

実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会について

は、適切な対応に努めます。
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７．利益相反管理方針

ＪＡしもつけ（以下「当ＪＡ」といいます）は、お客さまの利益が不当に害されることのない、 。

よう、農業協同組合法、金融商品取引法および関係するガイドラインに基づき、利益相反するおそ

れのある取引を適切に管理するための体制を整備し、利益相反管理方針（以下「本方針」といい、

ます）を次のとおり定めるものとします。。

１．対象取引の範囲

本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当ＪＡの行う信用事業関連業務、共済

事業関連業務または金融商品関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客様の利益を不当に

害するおそれのある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型

「利益相反のおそれのある取引」の類型は、以下のとおりです。

（１）お客さまと当ＪＡの間の利益が相反する類型

（２）当ＪＡの「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反の管理の方法

当ＪＡは、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お

客さまの保護を適正に確保いたします。

（１）対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

（２）対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

（３）対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客

（ 、 。）さまに適切に開示する方法 ただし 当ＪＡが負う守秘義務に違反しない場合に限ります

（４）その他対象取引を適切に管理するための方法

４．利益相反管理体制

（１）当ＪＡは、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当ＪＡ全体の

管理体制を統括するための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括

部署は、営業部門からの影響を受けないものとします。また、当ＪＡの役職員に対し、本

方針および本方針を踏まえた内部規則等に関する研修を実施し、利益相反管理についての

周知徹底に努めます。

（２）利益相反管理統括者は、本方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益

相反管理を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

５．利益相反管理体制の検証等

当ＪＡは、本方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証

し、必要に応じて見直しを行います。

以上につき、ご不明な点がございましたら、当ＪＡ企画総務部（0282-24-1180）までご連絡くだ

さい。
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８．金融円滑化にかかる基本方針

当ＪＡしもつけ（以下 「当ＪＡ」といいます）は、農業者の協同組織金融機関として「健全、 。 、
な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこ
と」を「当組合の最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当組合の担う公共性と社会的責任、
を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取組んでまいります。

１．当ＪＡは、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客
さまの特性および事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

２．当ＪＡは、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さ
まの経営改善に向けた取組みをご支援できるよう努めてまいります。
また、役職員に対する研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努めてまいります。

３．当ＪＡは、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、
お客さまの経験等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいり
ます。
また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明する

よう努めます。

４．当ＪＡは、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合
わせ、相談、要望及び苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼
が得られるよう努めてまいります。

５．中小企業者等金融円滑化法への対応
（１）農業事業者、中小事業者および住宅ローンご利用のお客さまからの新規融資や貸付条件

の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの特性および事業の状況を勘案しつつ、で
きる限り、柔軟に対応するよう努めてまいります。

（２）当ＪＡは、その際、他の金融機関や日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、農業信用基
金協会等との緊密な連携を図るよう努めてまいります。
また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客様の

同意を前提に情報交換しつつ連携に努めます。

６．当ＪＡは、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよ
う、必要な体制を整備いたしております。
具体的には、

（１）関係役員部長を構成員とする「金融円滑化管理委員会」にて、金融円滑化にかかる対応
を一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（２）信用事業担当常務理事を「金融円滑化管理責任者」として、当ＪＡ全体における金融円
滑化の方針や施策の徹底に努めます。

（３）各支店に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支店における金融円滑化の方針や施策
の徹底に努めます。

７．当ＪＡは、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期
的に検証し、必要に応じて見直しを行います。
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９．農業振興活動

時期 内容

平成２２年

３月１０日～１５日 ＪＡしもつけ農産物感謝フェアが福田屋百貨店

栃木店イベント会場にて開催されました。

朝取り野菜農産物直売を中心としたイベントで、

ＪＡをより身近に感じてもらうことを目的として

います。約５日間で約3,000人にご来場いただきま

した。

４月１７日～１８日 農産物直売所「花野果ひろば」および道の駅み

かも農産物直売所「万葉の里」でオープン４周年

記念イベントが開催されました。

５月 ７日 藤岡町の道の駅みかもでみんなのよい食プロジ

ェクトの街頭宣伝を行い、安全安心な国産農畜産

物の重要性をＰＲしました。

７月 ６日 宇都宮中央卸売市場で青果物トップセールスを

行い、試食宣伝や青果物展示等によりＪＡしもつ

け産ブドウを市場関係者にＰＲしました。

８月 ６日 大平町カインズモール農産物直売所「愛菜果」

で、よい食プロジェクトＰＲ活動を行いました。

地元産食材を使ったアサヒビール商品に合うおつ

「 」まみコンテストで銅賞に輝いた なすの一口揚げ

のレシピ配布や試食会を行いました。

、９月２４日 ～ ヨークベニマル栃木祝町店のオープンに際して

。ＪＡしもつけ地場野菜コーナーが設置されました

１０月～ イオン栃木店およびとちぎコープ栃木店にＪＡ

しもつけ地場産野菜コーナーを設置しました。

１０月２３日～２４日 ＪＡしもつけアグリサポートフェア2010が栃木

地区営農経済センター敷地内で開催され、

2,434人が来場しました。肥料・農薬・園芸資材の

新商品の紹介などの営農情報を提供することが目

的のイベントです。

１２月 １日～１３日 岩下食品(株)との契約栽培で生産していたチョ

ロギの集出荷が行われました。

１２月１６日 (株)神明に対してトップセールスを行い、栃木

県産米をＰＲしました。

１２月２０日 栃木県生活協同組合連合会とのＴＰＰ交渉につ

いての懇談会を開催、栃木コープ生活協同組合、

よつ葉生活協同組合、生活クラブ生活協同組合、

栃木県生活協同組合連合会の役員等の消費者代表

とＴＰＰ交渉について忌憚のない意見を交わしま

した。
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時期 内容

平成２３年

１月２０日 ＪＡしもつけは国内クレジット制度先進事例視察

として愛知県庁やＪＡあいち経済連、愛知県内Ｊ

Ａの代表者らによる視察を受け入れました。ＪＡ

しもつけでは平成２０年より管内２法人の組合員

が同制度を導入。ヒートポンプを活用したトマト

生産でＣＯ 排出量を削減しています。２

１月３１日 ＴＰＰ交渉参加阻止に向けた栃木県民集会が宇

都宮市のマロニエプラザで開催され、県内の生産

者や消費者ら約3,000人が参加しました。ＪＡしも

つけからは青壮年部員や女性会員、生産組織の代

表者など計295名が参加しました。

２月１６日 京浜市場、大田市場、横浜市場、ＪＡ全農青果

センター、淀橋市場においてトップセールスを行

い、市場関係者に対し、ＪＡしもつけ産の苺、ト

マト、ニラをＰＲしました。
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10．地域貢献情報

（１）全般に関する事項

当ＪＡは、栃木市、壬生町、岩舟町を事業区域として、農業者を中心とした地域住

民の方々が組合員となって、相互扶助を共通の理念として運営される協同組織です。

当ＪＡでは 「信頼・改革・貢献」をスローガンに、運営・経営にあたっております。、

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆様などからお預かりした大切な財産である

「貯金」を源泉としております。当ＪＡでは資金を必要とする組合員の皆様方や地方

公共団体などにもご利用いただいております。

また、ＪＡの総合事業を通じて地域の協同組合として、農業や助け合いを通じた社

会貢献に努めています。

（２）地域からの資金調達の状況

貯金・積金平均残高

組合員等 147,430 百万円

（うち地方公共団体等 5,016 百万円）

その他 34,962 百万円

合 計 182,393 百万円

※上記「組合員等」には、地方公共団体等からの貯金・積金が含まれています。

このうちオリジナル商品は下記のとおりです。

レディースサークル積金（定期積金）

プレ年金受給者向け年金定期積金および年金定期貯金

子育て定期積金

（３）地域への資金供給の状況

①貸出金平均残高

組合員等 20,547 百万円

その他 8,878 百万円

（うち地方公共団体等 4,747 百万円）

合 計 29,425 百万円

※上記「その他」には、地方公共団体等への貸出金が含まれています。

②融資取扱状況

融資取扱状況（平均残高）

住宅ローン 15,751 百万円

教育ローン 53 百万円

自動車ローン 469 百万円

営農ローン 115 百万円

日本政策金融公庫資金 0 百万円

農業改良資金 7 百万円

農業近代化資金 482 百万円

畜産特別資金 －

災害条例資金 －

就農支援資金 126 百万円
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その他 12,419 百万円

合 計 29,425 百万円

※ 上記のうち 「日本政策金融公庫資金、農業改良資金、農業近代化資金、畜産、

特別資金、災害条例資金、就農支援資金」は、制度融資といい、農業生産の振

興や農業後継者の育成などを目的に、国等が一定の制度に基づいて行う金融の

ことを言います。

制度融資には、大別して、国・県の財政資金による融資と、ＪＡ資金を原資

として融資を行い、国、地方公共団体が利子補給を行う制度があります。

前者の代表的なものは日本公庫資金､農業改良資金であり､後者の代表的なも

のは農業近代化資金、畜産特別資金となっています。

（４）文化的・社会的貢献に関する事項

①文化的・社会的貢献に関する事項

ＪＡは農業者が中心となって構成され、地域農業の振興を図り、消費者に安全で安

心な農畜産物を安定的に供給することを基本使命としています。このため、農業関連

を中心とした総合的な事業を展開しております。

加えて、組合員以外の一般の方にも各種事業を利用していただくことにより、地域

経済・社会の発展に寄与する社会的責任、金融機関の一員として信用の維持・貯金者

の保護を確保する公共的使命などを果たしています。

平成22年度においては 「みんなのよい食プロジェクト」広報活動や「食と農業に関、

するモニター現地交流会」を実施し、国産農産物の重要性・安全性や農業がはたす多

面的機能への理解促進を図りました。

そして、次代を担う児童・生徒たちに対しては、学校給食への地元農畜産物の提供

や農業体験学習の実施、図画・作文コンクールの開催、など、農業への関心を高める

取組みを行い、さらには、児童安全確保のため、配送用トラックや外務車両にステッ

カーを貼り、パトロール活動を行ったり、通学路に面したＪＡ事務所を「避難の家」

として提供するなど、積極的に地域安全活動に努めております。

、 、 、また 高齢者が安心して暮らせる地域社会づくりを目指し 高齢者生活支援事業や

認知症サポーター養成研修会を実施しております。

あわせて、平成１１年には「日光杉並木」のオーナーとなり、世界遺産を後世に残

す取組みの一翼を担うことで文化的貢献を果たすとともに、平成１３年には産業組合

法（農協法の前身）施行１００周年を記念して、緑と環境を守るための植林事業を行

い、以来、植林後の保全管理にも努めています。

なお、３月１１日に発生した東日本大震災に関しては、支援物資の提供や復興支援

募金活動を実施しております。
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②利用者ネットワーク化への取り組み

当ＪＡでは、組合員相互の親睦を図るとともに、地域の皆さまとの結びつきを強化

するため、毎年｢ＪＡまつり｣を開催するなど、利用者ネットワークづくりへの取り組

みを下記のとおりすすめています。

参加人数 対象者 活動内容・実績 開始年度
平成２２年度

開催状況

第１２回 各種イベント・展示即売会・抽

ＪＡしもつけ 11,080名 組合員 選会品評会等。 平成１１年

ふれあいまつり （抽選会参加者数） 地域住民 展示即売会の売上実績は20百万

円。

第２回 管内直売所の出店、米の無料配

ＪＡしもつけ 約 名 地域住民 布、プランター菜園教室等。 平成２１年500
感謝市

各地区単位の予選会

ゲートボール には13チーム 95名 年金 栃木県大会に向けて各地区単位 平成１１年（ ）

大会 が参加し、栃木県大 友の会 で予選会を実施し、参加チーム

会には7チーム（45 会員 を決定する。

名）が出場

各地区単位の予選会 年金 栃木県大会に向けて各地区単位

グラウンドゴルフ には1,135名が参加 友の会 で予選会を実施し、参加チーム 平成１１年

大会 し、栃木県大会には 会員 を決定する。

52名が出場

③情報提供活動

組合員の皆さま向けに、毎月｢ＪＡだより｣を発行して、ＪＡの事業や地域の情報を

提供しています。

また､地域住民の皆さまへの情報発信として、コミュニティー紙「しもつけあぐりく

らぶ｣を発行するほか、インターネット上にホームページを開設して、身近でタイムリ

ーな情報提供に努めるとともに、皆さまからの情報やご意見等をｅメールでも受け付

けています。

ホームページ http://www.ja-shimotsuke.or.jp/

ｅメール HP-INFO@ja-shimotsuke.or.jp
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11．リスク管理の状況

◇リスク管理体制

金融の自由化、国際化の進展、規制緩和等が急速に進展する中で、ＪＡの業務はま

すます多様化し、ビジネスチャンスが拡大する一方で、管理するリスクも複雑多岐に

わたり、量的にも拡大しています。そのような中で、ＪＡ経営においては、自己責任

に基づき様々なリスクを的確に把握し、管理していくことが求められています。

当ＪＡは、このようなリスクを十分認識し、経営の健全性維持と安定的な収益性、

成長性の確保を図るため、リスク管理体制の充実・強化に努めます。

このために、諸規程、要領等を整備して、リスク管理の一環として位置付けるとと

もに、信用リスク・市場関連リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスク等

各種リスクに対応した管理方針を整備し、役職員に徹底することにより、リスクの種

類に応じた管理を徹底します。

なお、共済事業については、全国共済農業協同組合連合会が定めた「ＪＡ共済コン

プライアンス・リスク管理方針」に従い、管理運営します。

（１）信用リスク

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、貸出金、購買未収金等の元本

や利息の回収が困難となり、ＪＡが損失を被るリスクのことです。

当ＪＡでは、一定金額以上の貸出先に対する貸出等に係る審査は本店の審査部門が

担当し、貸出資産の健全性の維持・向上に努めます。審査にあたっては、特定の業種

及び貸出先に偏ることのないよう留意するとともに、個別案件についても担保価値の

みにとらわれることなく、貸出先の信用力、事業内容及び成長性を十分審査し、信用

リスクの管理を徹底します。なお、大口信用供与については、理事会に附議するとと

もに、その信用供与先の経営状況等について定期的に理事会に報告します。

また、信用リスクを管理するために資産査定（自己査定）を実施して、信用リスク

の程度に応じた適正な償却・引当を行います。

さらに、市場関連取引にかかる信用リスクについては、取得に際しての格付け基準

を設定するとともに、発行体毎に与信状況を定期的に管理します。

なお、融資、資金運用部門の担当者については、通信教育等の研修カリキュラムを

実施するなど与信管理能力の向上に取り組みます。

（２）市場関連リスク

市場関連リスクとは、資産（貸出金・有価証券など ・負債（貯金など）双方の金利）

変動に伴う「金利リスク 、株式や債券などの価格の変動に伴う「価格変動リスク 、」 」

外国為替相場の変動に伴う｢為替リスク」並びにこれに関するリスクのことです。

当ＪＡでは、余裕金運用にかかる理事会に次ぐ意思決定機関として、ＡＬＭ委員会

、 、 、を設置・運営し 理事会で定めた運用方針に基づき 資産・負債構成のバランス状況

市場リスクの管理方針・運用方針の策定、運用状況やリスク管理の状況等について、

過大なリスクを負担していないか等を確認・協議します。これらの運用状況やリスク

管理の状況等については、定期的に理事会に報告します。
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（３）流動性リスク

流動性リスクとは、ＪＡの財務内容の悪化や信用の失墜により、必要な資金の確保

ができなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高

（ ）い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク 資金繰りリスク

と、市場の混乱等により市場において取引ができなかったかったり、通常よりも著し

く不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ

スク）のことです。

当ＪＡでは、ＡＬＭ委員会においてＪＡ全体の資金繰りリスクを統合管理します。

また、こうしたリスクに対応するため、常に資金バランスに留意し、適正な支払準

備資産を確保します。

（４）事務リスク

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすこと

により、ＪＡが損失を被るリスクのことです。

当ＪＡでは、全ての業務に常に事務リスクが存在することを認識し、規程・要領等

の整備や研修・指導の充実に努めます。さらに、不正・不祥事件に対しては、迅速か

つ適切な対応をします。

また、日常の事務リスクに対応するための監査室を設置し、内部監査の充実・強化

により、規程等の遵守状況をチェックし、事故の未然防止のための管理態勢を厳しく

監査します。

（５）システムリスク

システムリスクとは、コンピュータ・システムの停止又は誤作動など、システムの

不備等やコンピュータが不正に使用されることにより、ＪＡが損失を被るリスクのこ

とです。

当ＪＡでは、系統グループである中央会・全農・全共連等と連携の上、コンピュー

タ・システムの安定稼動のため、安全かつ円滑な運用に努めます。

また、コンピュータの不正利用防止についても日常のチェックシステムや各種監査

によるチェック体制を整備して事故防止に努めます。

さらに、顧客情報の保護等セキュリティ管理や防犯・防災等に細心の注意を払い、

システムの安全性・信頼性の維持を図ります。

（６）法務リスク管理

法務リスクとは、ＪＡ経営、取引等に係る法令・定款、規程等に違反する行為並び

にその恐れのある行為が発生することで、当ＪＡの信用の失墜を招き、当ＪＡが損失

を被るリスクです。

ＪＡ事業は信用・共済・経済等の幅広い活動を通じて、地域社会の発展と組合員の

より豊かな生活設計へのお手伝いをさせていただくという、社会的使命と責任を担っ

ています。これらの責任に加えて、ＪＡの一挙手一投足が地域経済全体に大きな影響

を及ぼすことになります。

当ＪＡでは、経営理念・基本理念・コンプライアンスマニュアル等に則り、リスク

を適切に把握・管理し、コンプライアンス態勢の構築を図ります。
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（７）評判リスク

評判リスクとは、資産の健全性や収益力、自己資本、規模、成長性、利便性などＪ

、 、 、Ａの評判を形成する内容が劣化し ＪＡへの安心度 親密度が損なわれることにより

ＪＡの評判が低下するリスクのことです。

当ＪＡに対する評判を適切に把握し、積極的にＪＡの経営内容を情報開示すること

により、組合員・利用者から信頼される経営を目指します。

（８）その他リスク

その他のリスクとは、上記リスク以外の法令等の制定・改廃、新商品の発売、新規

業務の開始等に伴い被る様々なリスクのことです。

当ＪＡでは、各々のリスク管理部署が経営方針に則り、適切にリスクを把握・管理

することにより、的確なリスク管理体制の構築を進めます。

◇法令遵守体制

金融機関の業務内容、直面するリスクの多様化、複雑化という情勢を踏まえ、徹底

した自己責任原則に基づき、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行っていくことに

より、金融機関としての社会的責任を果たしていくことがより一層求められていると

認識しております。

そのため、当ＪＡの役職員の行動規範としての「コンプライアンス･マニュアル」を

制定し､役職員一人一人がその趣旨を踏まえて日常の業務運営に取り組んでおります。

また、ＪＡグループ内におけるコンプライアンス態勢の一環として、ＪＡ栃木ヘル

プライン（ＪＡグループ内部告発制度）を構築しております。ＪＡの役職員等からの

通報により、早期に問題点を発見し、不祥事の未然防止並びに内部けん制機能の強化

に努めております（受付電話番号 028-625-1003 。）

◇プライバシーポリシー

当ＪＡは、個人情報保護に対する社会的要請を十分に認識し、組合員等利用者の皆

様の個人情報の適正な取扱いを推進していくことが、公共性を有するＪＡとしての重

大な社会的責務と考えております。

当ＪＡは、このような責務を十分果たしていくとともに、安全・安心なサービスを

提供し、皆様に信頼されるＪＡであり続けるため､以下の個人情報保護方針に従い､個

人情報の保護に積極的に取り組んでおります。
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下野農業協同組合個人情報保護方針

下野農業協同組合（以下「当組合」といいます ）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報。

を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下

の方針を遵守することを誓約します。

． 、 、 （ 「 」１ 当組合は 個人情報を適正に取扱うために 個人情報の保護に関する法律 以下 法

といいます ）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ。

主務大臣のガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の

個人を識別できるものをいい、以下も同様とします。

２． 当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意、を得た

場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内で

のみ個人情報を取扱います。

ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

３． 当組合は、個人情報を取得する際、適正な手段で取得するものとし、利用目的を、

法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速や

かにご本人に通知または公表します。ただし、ご本人から書面で直接取得する場合に

は、あらかじめ明示します。

４． 当組合は、取扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努

め、また安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督

します。

個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条

第２項）を構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５． 当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同

意を得ることなく、個人データを第三者に提供しません。

６． 当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じ

ます。

保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。

７． 当組合は、取扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組

み、そのための内部体制の整備に努めます。

８． 当組合は、取扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護

方針の継続的な改善に努めます。

以 上
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◇金融ＡＤＲ制度への対応

①苦情処理措置の内容

、 、 、当ＪＡでは 苦情処理措置として 業務運営体制・内部規則等を整備のうえ

その内容をホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所や

、 、 。ＪＡ共済連とも連携し 迅速かつ適切な対応に努め 苦情等の解決を図ります

当ＪＡの苦情等受付窓口（受付電話番号 - - （午前8時30分～午後0282 24 1138
５時 土日・祝日除く 。その他各支店でも受付を行っております。））

②紛争解決措置の内容

当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業

①の窓口または栃木県ＪＡバンク相談所

（受付電話番号028-625-1003）にお申し出ください。必要により埼玉弁護

士会と協議をいたします。

・共済事業

①の窓口または下記にお問い合わせ下さい。

(社)日本共済協会共済相談所（受付電話番号03-5368-5757）

(財)自賠責保険・共済紛争処理機構（受付電話番号03-5296-5031）

(財)日弁連交通事故相談センター（受付電話番号03-3581-4724）

(財)交通事故紛争処理センター（受付電話番号03-3346-1756）

◇内部監査体制

内部監査部門については事業推進部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理

及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評

、 。価し 改善事項の勧告などを通じて業務の運営の適切性の維持・改善に努めています

内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき

実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通

知され、定期的に被監査部門の改善取組状況をフォローアップするとともに、監査結

果の概要は定期的に理事会に報告しています。

◇貸出運営の考え方

貸出の運営については、定款及び信用事業規程を遵守し、健全な運営を図ります。

特に専任担当者の配置により、融資審査・管理・回収・債権保全を期し、より一層

の信用確立に努めます。
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12．自己資本の状況
◇自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応

えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努

めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、平成２３年２月

末における自己資本比率は、国内業務のみを営む金融機関の基準である4％を大きく上

回る16.35％（前年度15.94％）となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資2,041百万円（前年度2,055百万円）によっ

ています。

当ＪＡは 「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資、

本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスク（業務の

過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であること又は外生的な事象による

損失を被るリスク）の管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図

るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

13．主な事業の内容
（１）主な事業の内容

ＪＡは、さまざまな事業部門をもった総合的な事業体です。それぞれの事業の利用

は組合員ばかりでなく、ひろく組合員以外の皆様もご利用いただくことができます。

また、当ＪＡでは、１９人のファイナンシャルプランナーを配置し、組合員・利用

者のライフスタイルやニーズ（貯蓄計画、税金対策、相続問題等）に応じた総合的な

生活設計計画（ライフプラン）を提案しております。

次に主な事業内容についてご案内いたします。

◇信用事業

信用事業は、貯金、融資、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を指し

ます。この信用事業は、ＪＡ・信連・農林中金という三段階の組織が有機的に結びつ

き､実質的にひとつの金融機関として機能するＪＡバンクシステムとして大きな力を発

揮しています。

あわせて、皆様からお預かりした大切な貯金を守るため、法律に基づく公的な制度

である貯金保険制度に加え、全国のＪＡが互いに協力しあって安心を支える破綻未然

防止システムの二重の仕組み（ＪＡバンク・セーフティーネット）を築いています。

、 （ ） 、また 信用事業債権に占める不良債権の割合 金融再生法開示債権 は3.1％となり

前年同期の割合である4.1％より1.0％低下しました。

このように、ＪＡは皆様の信頼に応えることを常に考え、堅実で健全な経営を心が

けています。

①貯金業務

組合員はもちろん、地域にお住まいの方をはじめ幅広い利用者の皆様からの貯金を

お預かりしております。当座貯金、普通貯金、定期貯金などの各種商品を、目的や期

間、金額にあわせてご利用いただいております。
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《主な商品のラインアップ》

○当座貯金

お支払いに小切手や手形をご利用いただける貯金です。事業用の口座としてたいへ

ん便利となっております。

○普通貯金

お預け入れ・お引き出しが自由にできる貯金です。公共料金等の自動引落としや、

給与・年金の自動振込、配当金等の自動受取りなどの機能がご利用できる点で、日常

生活に必要なお金を財布代わりに出し入れできる利便性を持っています。但し、ＡＴ

Ｍによる一日当りの利用限度額は原則として50万円となっております｡また、ペイオフ

でも全額保護される決済用貯金も取り扱っております。

○総合口座

「ためる、使う、借りる」をひとつにした万能口座です。普通貯金と、定期貯金と

が1冊の通帳でご利用できます。必要な時にはお預かりしている定期貯金残高の90％以

内、最高300万円までを自動的にご融資させていただくことも可能です｡

○通知貯金

まとまったお金の短期間運用に最適な貯金です。据置期間（７日間）経過後はお引

き出しが可能となりますが、その場合には、２日以上前にお知らせください。

○貯蓄貯金

普通貯金と同じように出し入れ自由で、短期のお預け入れに最適です。お預け入れ

残高に応じて、金利が段階的に高くなります｡

○スーパー定期貯金

いくらからでもお預け可能な、身近な定期貯金です。お預け入れ時の金利が満期日

まで変わらない確定利回りです。期間は１か月～５年以内で、３年以上のものは半年

複利で計算されとても有利です。

○大口定期貯金

最低預入金額が1千万円以上の貯金です。市場金利を反映した有利な利率で運用し、

多額の資金をさらに大きく増やす貯金です。１か月～５年以内の期間でプランにあわ

せてお預け入れできます。

○期日指定定期貯金

据置期間（１年）を経過すれば、ご自由に満期日の指定ができるほか、一部解約の

取扱いもでき、大変便利な定期貯金です。さらに。お利息を１年複利で計算しますの

で、長く預けるほど有利です。

○変動金利定期貯金

、 。 、６か月ごとに利率を見直し 新しい利率で運用する貯金です 満期までの期間中に

金利が上昇すれば、固定金利の商品よりも有利に運用することができます。ただし、

金利下降時には固定金利よりも低くなることもあります。お預け入れ期間は３年で、

お利息を半年複利で計算します。
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○積立定期貯金

将来に備えてまとまった資金を貯めていただくのに最適な定期貯金です。ご利用者

が、あらかじめ指定した目標日に積立元利金合計額を一括して受け取る「目標日指定

式」と満期日を定めない積立自由な「継続式」があります。

○定期積金

将来の生活設計のため、ご結婚の準備、事業の拡張など長期計画に備えて資金を蓄

えるのに最適です。1回の掛金が千円以上、期間は６か月～７年以下となっていますの

で、プランに沿って無理なく目標達成ができます。

その他にも、納税準備貯金、財形貯金、財形年金貯金、財形住宅貯金、譲渡性貯金

を取り扱っております。

②融資業務

組合員や地域住民のみなさまへの住宅ローンやマイカーローンなど、各種ローン商

品を提供しているほか、農業者・事業者のみなさまに必要な資金をご融資しておりま

す。

また、地方公共団体、農業関連産業などへもご融資し、地域経済の質的向上・発展

に貢献しております。

さらに （株）日本政策金融公庫等の融資の申込みのお取次ぎもしております。、

《主な商品のラインアップ》

○マイカーローン

新車や中古車の購入をはじめ、修理・車検費用など、さまざまな用途にご利用いた

だけます。

○カードローン

あらかじめ決められたお借入れ枠の範囲内なら、いつでも何回でもご利用いただけ

ます。急な出費の際の強い味方です。

○住宅ローン

マイホームの新築・増改築、新築・中古住宅の購入、土地購入など幅広くご利用い

ただけます。他金融機関等ですでにご利用の住宅ローンの借り換えにもご利用いただ

けます。

○教育ローン

お子様の入学金や授業料はもちろん、アパート代や下宿代等の住居費など、教育に

関するさまざまな用途にご利用いただけます。

○介護支援ローン

住宅をバリアフリーにするリフォーム資金から、介護機器の購入などの介護費用に

ご利用いただけます。
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③為替業務

全国ＪＡ・県信連・農林中金の約8,795の店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫など

の各店舗と為替網で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・

送金や手形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にできる内国為替をお取扱いしてお

ります。

④国債窓口販売

国債の窓口販売の取扱いをしております。個人向け国債は、年4回（４月・７月・

１０月・１月）発行され、満期が２年・５年・１０年の固定利付国債（新窓販国債）

は毎月発行されます。

⑤サービス・その他

当ＪＡでは、次のようなサービスを提供しております。

・コンピューター・オンラインシステムを利用して、各種自動受取り、各種自動支

払いや事業主のみなさまの給与振込サービス、自動集金サービス、口座振替サー

ビス、デビットカードサービスなどのお取扱い。

・パソコンや携帯電話からインターネットを利用し、年中無休で24時間いつでも残

高照会や振込・振替等ができる｢ＪＡネットバンク｣サービス。

・全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、郵便局、信用金庫、更にはセブンイレブ

ンおよびイトーヨーカドーに設置されたセブン銀行のＡＴＭなどでも現金引き出

しのできるキャッシュサービス。

・ＪＡ窓口に出向くことなく自宅や、外出先からネットバンク経由で、国・地方公

共団体等への税金、公共料金等の各種料金の支払いができるマルチペイメントネ

ットワークサービス。

・組合員・利用者の皆様に安心、便利で多彩なサービスの一環としてご提供してい

るＪＡカード（クレジットカード）のお取扱い。また、ＩＣキャッシュカード機

能とクレジット機能が一枚となった便利な一体型カードの取り扱い。その他、近

、 、時 社会問題となっております偽造キャッシュカード等金融詐欺犯罪対策として

本人確認の徹底、ホームページ等での注意喚起､ＡＴＭにおける覗き見防止措置、

更には手のひら生体認証システムにより安全性を向上させたＩＣキャッシュカー

ドの発行など、各種対策を講じております。

⑥ご利用者対応

「ＪＡバンク相談所」をＪＡ栃木中央会内に設置し、ＪＡの信用事業に関する苦情

等の受付をしております。

利用者からの苦情等の申し出があった場合は、これを誠実に受け止め、円滑な解決

が図られるよう取り組んでおります（受付電話番号028-625-1003 。）

、 、「 」また 通帳やカードの盗難・紛失等があったときの事故防止のため 監視センター

を設置し24時間体制で対応しております。利用者が安心してＪＡの信用サービスを受

けられるよう努めております（受付電話番号0120-08-2065 。）
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⑦手数料一覧

○内国為替手数料

当組合本支店あて 他金融機関あて

普通扱い 1件につき 420円 普通扱い 1件につき 630円送金手数料

3万円未満 3万円未満

電信 （1件） 210円 電信 （1件） 525円

扱い 3万円以上 扱い 3万円以上

（1件） 420円 （1件） 735円振 込

3万円未満 3万円未満手数料

文書 （1件） 210円 文書 （1件） 420円

扱い 3万円以上 扱い 3万円以上

（1件） 420円 （1件） 630円

普通扱い 1通につき 420円 普通扱い 1通につき 630円代金取立

至急扱い 1通につき 420円 至急扱い 1通につき 840円手 数 料

送金・振込の組戻料 1件につき 630円

不渡手形返却料 1件につき 630円

取立手形組戻料 1件につき 630円その他

1件につき諸手数料

取立手形 ただし、630円を超える取立経費

店頭呈示料 を要する場合は、その実費を申し 630円

受けます。

離島回金料 無料

※上記の金額には パーセントの消費税が含まれています。5
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○貯金業務に関する手数料

金額 備考

210円預金残高証明書（1通）

無料 生体認証カード含むＩＣキャッシュカード（1枚）

525円貯金通帳（1通）

525円再 貯金証書（1通）

525円発 キャッシュカード（1枚）

1,050円 生体認証カード含む行 ＩＣキャッシュカード（1枚）

525円ローンカード（1枚）

525円小切手帳（1冊）

525円自己宛小切手（1枚）

525円約束手形（1冊）

105円約束手形（1枚）

105円マル専手形（1枚）

3,150円マル専口座開設

取り扱っておりません貸金庫

取り扱っておりません夜間金庫

105円スーパー貯蓄（スイング手数料）

店頭にてご確認下さい株式払込金等取扱手数料

無料国債窓販保護預り手数料（年間）

52円家賃振替手数料

1,050円 国民年金保険料納付履取引履歴照会1件（1口座当たり）

歴については無料

※上記の金額には パーセントの消費税が含まれています。5
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○貸出業務に関する手数料

金額 備考

210円貸出残高証明書（1通）

5,250円融資証明書（1通）

210円貸出金償還年次表（再発行）

当分の間無料金銭消費貸借変更証書作成

当分の間無料貸付金繰上償還手数料

525円カードローン口座開設

1,050円ワイドカードローン口座開設

当分の間無料手形貸付（約束手形）

当分の間無料証書貸付（プロパー資金）

当分の間無料用 近代化資金

当分の間無料紙 住宅ローン・オーナーズローン

当分の間無料代 上記以外のＪＡ統一ローン

当分の間無料（根）抵当権設定

当分の間無料（根）抵当権抹消

当分の間無料 実費は徴収融資審査等に係わる謄本、公図、閲覧等の

調査費

※上記の金額には パーセントの消費税が含まれています。5
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○円貨両替手数料

両替 1～ 101～ 501～ 1,001～ 2,001枚

枚数 100枚 500枚 1,000枚 2,000枚 以上

無料 210円 420円 630円 1,000枚毎に手数料

420円加算

※上記の金額には5パーセントの消費税が含まれています。

○ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料（１回につき）

当ＪＡ・ 全国ＪＡ 三菱 セブン ゆうちょ ＪＦ 他金融

県内ＪＡ ネット 東京 銀行 銀行 マリン 機関

ネット ＵＦＪ バンク時間帯

銀行

ご入金 ご出金 ご入金 ご出金 ご出金 ご入金 ご出金 ご入金 ご出金 ご出金 ご出金

105円 105円 105円 105円 105円 210円稼働開始 ～ ８：４５

無料 無料 無料 無料 無料 105円平日 ８：４５ ～１８：００

105円 105円 105円 105円 105円 210円１８：００ ～ 稼働終了

105円 105円 105円 105円 105円 210円稼働開始 ～ ９：００

105円 無料 無料 105円 105円 105円土曜 ９：００ ～１４：００ 終日 終日 終日

105円 105円 105円 105円 105円 210円１４：００ ～ 稼働終了 無料 無料 無料

日曜

105円 105円 105円 105円 105円 210円祝日 終日

正月

－５月連休 ９：００ ～１７：００

※上記の金額には5パーセントの消費税が含まれています。

○ＡＴＭ振込手数料

振込 ＡＴＭ振込手数料

金額 当ＪＡ宛 県内ＪＡ宛 県外ＪＡ宛 他金融機関宛

105円 105円 420円 420円3万円未満

105円 315円 630円 630円3万円以上

※上記の金額には5パーセントの消費税が含まれています。
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◇共済事業
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